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は じ め に 
 
川崎市自治基本条例検討委員会では、２００３年１０月に、第１回委員会を開催して以来、市

民委員が主体的に委員会の企画・運営を担いながら、合計で６０回に及ぶ会を開催し、川崎市に

相応しい自治基本条例のあり方について検討を行いました。この間、４月２４日、２５日には中

間報告会（市民討議）を、７月２４日には報告書(案)市民討論会をそれぞれ開催し、委員会にお

ける検討内容を示し、委員会の中にとどまることなく、多くの市民の方々の意見を伺いました。 

また、この報告書の作成過程では、委員間の意見が対立する場面もありました。しかし、川崎

市にふさわしい、よりよい自治基本条例を市民の手で策定したいという思いを委員が共有してい

たこともあり、可能な限りの時間と労力をかけ、お互いの意見をぶつけ合い、相手の意見を尊重

し、時には譲歩する、そして最終的に合意に至るという、まさに自治の実践を委員会の中で積み

重ねてきました。 

こうした過程を経て作成されたのがこの最終報告書です。 

その内容は、自治基本条例として盛り込むべき内容を記述した部分と、その内容についての解

説、具体案、目標、今後の施策の方向性などの記述とに整理したものとで構成されています。 

この報告を受けた条例化の作業は、事務局として協働作業を続けてきた行政の手に委ねられる

ことになります。私たちは、報告書の内容とともに、これまでの議論の経過を十二分に踏まえた

自治基本条例が策定され、市民それぞれが生活の中で、その果実を実感できることを願っていま

す。 

 

 
 

２００４（平成１６）年８月１７日    
川崎市自治基本条例検討委員会    
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Ⅰ 総則的部分 

１ 条例名称について 

 

２ 前文について 

【解説等】 

(前文の意義) 

「川崎市自治基本条例」を制定する事由を簡明に述べることとした。 

(構成) 

① 川崎市の立地と歩み 

首都と二つの政令指定都市が互いに隣接し合う特殊な立地環境のなかで、7つの行政区の地域

特性を生かすことによって川崎市の個性を発揮し、先人の刻んだ歴史に学び着実に歩んできた。 

② 先人の刻んだ歴史に学ぶ 

自然との共生、文化遺産等を含めて川崎の歩みを冷静に評価し、教訓として生かす。 

③ 社会経済情勢の変化と市民生活環境への影響(例示) 

a.少子･高齢化：家族構成・家庭環境の変化→子育て支援・介護体制の整備、教育・福祉施

策の再構築等 

b.国際化：国際交流の活発化→外国人市民の増加→人権尊重・権利拡大、まちづくりへの参

加等 

c.高度情報化の進展：情報化社会への移行→各種ネットワーク活用の多様化、電脳生活化等 

d.産業構造の変革：重工業から第三次産業への主役移行、生産機能の国外移転に伴なう既存

産業の空洞化、商品流通機構の変革(大規模小売店舗の進出・通販・産地直送の活発化等) 

e.環境重視型社会への移行：資源再利用、環境保全意識の啓蒙→循環型社会への移行 

④ 課題解決への取り組み=まちづくり→市民が力を合わせて取り組む 

⑤ まちづくりと世界平和実現との関連 

私たちのまち川崎市は、首都東京都および横浜市と互いに隣接し合うなかで、先人の刻ん

だ歴史に学び、政令指定都市として 7つの区の地域特性を生かしながら着実な歩みを進めて

きました。 

近年、少子高齢化や国際化が進み、高度情報化の進展、産業構造の変革、地球規模での環

境重視型社会への移行などにより市民の価値観も多様化し、私たちの生活環境は、福祉や教

育面を含めて大きく変化をしてきており解決すべき様々な課題に直面しています。 

私たちのまちを、より暮らしやすく、より心豊かに感じられるまちにするためには、市民

が互いに力を合わせてこれらの課題解決に取り組んでいかなければなりません。課題解決に

向けての取り組みは「まちづくり」そのものであり、これからの「まちづくり」には、市民

が主体となって行政と協力して活動する「協働」が必須です。 

また、私たちは､真摯な「まちづくり」活動が、誰もが希求する世界平和の実現に寄与して

いくものと確信します。 

「自分たちが住むまちのことは自分たちが主体で決める。」という市民自治の原点を踏ま

え、誰もが川崎市民としての誇りを持ち、一人ひとりの人権が尊重され、活力に満ち、互い

の心が響き合う「自治のまち・川崎市」の実現を目指し、ここに「川崎市自治基本条例」を

制定します。 

仮称)川崎市自治基本条例とします。 
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例えば、外国人市民がまちづくり活動に参加することにより、国家・民族・宗教・イデオロ

ギー等を超えて外国人同士の相互理解・親善が深まることが期待される。日本国内での彼等の

体験がそれぞれの母国に還元され、大きな輪になって広がっていけば世界平和の実現に寄与し

ていくことになる。 

 

【参考：川崎市新総合計画・基本構想素案より抜すい】 

 (川崎市の地域特性と抱える課題) 

(ウ)細長い地形と多様な地域の個性 

川崎市は､多摩川に沿って南北に細長く立地し、南部は海に接し、北部は多摩丘陵や生田緑

地などの豊かな緑に囲まれています。また、東京のベットタウンとしての住宅地や、南部沿線

のものづくり機能や研究開発機能の集積、臨海部における工業や物流拠点機能など、地域それ

ぞれが多様な個性をもっています。 

(エ)多摩川や多摩丘陵の豊かな自然 

川崎市の北部には緑豊かな多摩丘陵が広がり、その一角の生田緑地には、教育･文化施設が

点在し、市民の憩いの場となっています。また、市域に沿って流れる多摩川には豊かな自然が

残されています。こうした環境は、都市部における貴重な自然資源となっており、その保全と

活用が課題になっています。 

 

３ 条例の位置づけ 

【解説等】 

自治基本条例は、川崎市が定める条例の一つですが、その内容は、川崎市の自治について理

念や原則を定めるもので、これは、川崎市における自治の制度、体制、仕組みなどにおいて共

通して遵守すべきものです。また、その制定過程においても市民委員を中心に内容の検討を行

い、市長報告までの各段階で広範な市民の意見を反映し、報告を受ける市側も、報告の趣旨を

尊重して素案、条例案を策定していき、それぞれの過程において、議会への情報提供や質疑応

答、タウンミーティングでの市民意見の聴取及び反映、庁内各局への説明、趣旨の周知など、

まさに自治体を構成する各主体の参加を得て条例として策定されるものです。したがって、条

例の内容と制定過程の両面から、自治基本条例は、川崎市の自治の基本について最高規範性を

持つものといえます。 

自治基本条例は、これまでの川崎市の自治の営みを踏まえているものです。自治の制度等を

定めている他の条例や規則などの制定・改廃、運用に当たっては、自治基本条例の趣旨や目的

との整合性が求められ、この規定はこのことを明らかにしたものです。 

 

この条例は、川崎市の自治の基本について定める最高規範であり、他の条例、規則等の制

定改廃及び運用に当たっては、この条例の趣旨及び目的との整合性を保たなくてはなりませ

ん。 
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この条例において、次に掲げる用語の意義は、それぞれに定めるところによります。 

① 市民 市内に住む人及び市内で働き、学び又は活動する人をいいます。 

② 参加 市民が、暮らしやすい地域社会をつくるためのまちづくりに主体的にかかわり、

行動することをいいます。 

③ 協働 市民、事業者、議会及び市の執行機関が共通の目的を実現するために、それぞれ

の役割と責任のもとで、お互いを尊重し、対等な関係に立って協力することをい

います。 

４ 定義 

【解説等】 

① 市民とは、地方自治法に定める住民（市域内に住所を有する人で、外国人市民を含みます。）

のほか、在勤、在学者や、市内で市民活動、ボランティア活動などを行っている人をいいます。

このように、市民の範囲を広げて規定しているのは、自治の基本は住民が担うことは当然です

が、在勤、在学等の人も、ともに力を合わせていくことが、暮らしやすい地域社会をつくるた

めには、必要不可欠であるからです。 

なお、この規定においては「人」という言葉を使用しているので「市民」は個人に限定され

ていると解され、法人（法人格をもたない団体を含む。）は含まれていないことになります。

しかし、憲法における「国民」に関する規定は、「性質上、可能な限り、法人にも適用される」

という考えが通説であるように、法人に関係することも「市民」の中で読み込めると考えまし

た。しかし、事業活動に伴う責任などのように、特に規定を明確にする必要がある場合には、

「事業者」という用語を使用しています。 

 
次は、説明ではなく、検討委員会の説明のための参考です。 

現行  市内に住む人及び市内で働き、学び又は活動する人をいいます。 
↓ 

法人も含めるようにして条例に規定した場合は、次のような規定になります。 

 市内に住所を有する者（個人及び法人を含みます。）及び市内で働き、学ぶ者（個人及び法人を含みます。）又は市内で活

動するもの（個人、法人及び法人格のない団体を含みます。）をいう。 

正確に表現すると、 

市の区域内に住所を有する者、市の区域内に勤務場所を有する者（又は、市の区域内の事業所に勤務する者）、市の区域内

の学校に通学する者又は市の区域内で活動するものをいう。（この規定でも、活動の意味があいまいです。） 

 

② ここでは、市民が市民自治の推進のために、主体的に地域におけるまちづくりに自主的に取

り組むことや、住民自治の観点から、主体的に市政に幅広く取り組むことをあわせて「参加」

と定義します。なお、この「参加」という概念は、「主体的に市民が動く」という積極的な意

味を含んで使用されることの多い、いわゆる「参画」の概念と同じ意味で用いています。 

③ 本条例における協働とは、市民及び事業者と議会及び市の執行機関が、自治の推進のために、

目的や解決すべき課題を共有して、それぞれの役割と責任のもとで、お互いを尊重し、対等な

関係に立ちながら、まちづくりや市政運営に協力していくことをいいます。 
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（情報共有の原則） 

市民、議会及び市の執行機関は、市のまちづくり（以下「市政」という。）に関する情報

を共有し、自治を推進します。 

（参加の原則） 

① 市政は、市民の参加のもとで行われることを基本とします。 

② 参加は、市民の自由意思に基づくものであり、議会及び市の執行機関は、参加しないこ

とによって市民が不利益を受けないよう配慮しなければなりません。 

（協働の原則） 

① 市民、事業者、議会及び市の執行機関は、暮らしやすい地域社会の実現のために、市民

自治の推進を目的として、協働することを基本とします。 

② 協働は、市民及び事業者の自由意思に基づくものであり、議会及び市の執行機関は、協

働しないことによって市民及び事業者が不利益を受けないよう配慮しなければなりませ

ん。 

５ 基本理念 

【解説等】 

・ 自治の基本的な考え方は、自治基本条例の根幹をなすものであり、この条例の基本理念とし

てその内容を明らかにします。私たち市民が暮らしている地域社会を市民が治めることを「市

民自治」と呼ぶこととします。それは何よりもまず市民間の自発的取組による市民間自治、次

いで自治体の設立を通して実現する団体自治、さらに設立した自治体に対して自らの代表を送

り、参加し、仕事を監視する等により、住民の意思を自治体運営に反映させる住民自治からな

ると位置づけました。 

・ 市民は、こうした市民自治を確保していくために、自治体としての川崎市を組織し、市民社

会における自治運営の一部を信託しています。しかしながら、このことは、信託した市政運営

について、市民が無関心であって良いということではありません。市民は、住民自治の観点か

ら、市政を主体的に担うとともに、市は、市民との参加と協働により市政を進めなければなり

ません。 

・ また、市は、団体自治の観点から、国・県との対等な関係に基づいて、自律的な運営が確保

できるよう、行財政運営に係る権限の確保など、地方政府としての権限の拡充を図り、自治体

としての自立を確保する必要があります。 

 

６ 自治の基本原則  

(市民自治) 

私たちは、地域社会の課題を自ら解決していくことを基本に、主権者である市民の発意

と自由意思に基づき、その総意によって川崎市を設立していることを確認するとともに、

信託した市政を自ら主体的に担うことにより、個人の尊厳と自由が尊重され、市民の福祉

が実現されるまちの創造を目指します。 

市は、この理念のもとに、国・県との対等・協力の関係に基づいた自律的な運営を図り、

自治体としての自立を確保します。 
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【解説等】 
本条例の基本理念に基づき市民自治を進めていくうえで、特に不可欠で重要な前提条件とし

て、情報共有、参加、協働を基本原則として位置付けます。 

（情報共有の原則） 

市民自治を営む上で、また、参加、協働の原則による自治の推進の上でも互いに必要な情報

が共有されていなければ、互いの信頼関係は築けませんし、対等な関係へ発展することもでき

ません。 

現実としては、市民自治に必要な情報は、市の執行機関が圧倒的に多く持っていますので、

この原則を守るためには、第一義的には、市の執行機関側に積極的な情報提供の責務があるも

のと考えます。 

この原則のもと、市民には知る権利が保障され、これを具現化するものとして情報提供制度

や情報公開制度が設けられます。 

（参加の原則） 

① 市が主体となってまちづくりを進めていく場合には、基本的に市民の参加で進めていくもの

とします。参加に際しては市民も役割と責任をもち、市政に主体的にかかわると同時に、市も

参加のための制度保障を行うことが必要です。 

② より暮らしやすい社会をつくっていくための市民の市政への参加は、自発的な発意と自由な

意思に基づくものであり、参加の意思決定については、それぞれの主体的な判断にゆだねるも

のとします。このため、参加の機会の保障にあたっては、参加しない市民が不利益を受けない

よう、市は留意することが必要です。 

（協働の原則） 

① 市民や事業者と市が協力してお互いの特性を発揮しながら課題解決にあたった方が、一方の

みが課題解決にとりくむよりもより大きな効果を期待できる場合には、協働してまちづくりを

推進していくものとします。市は、協働を行う環境を整備するとともに、行政施策を進めてい

くにあたっても積極的に協働を推進することが必要です。 

② 市民や事業者と市が協働する際の意思決定については、市民や事業者の主体的な判断にゆだ

ねるものとします。協働を行う場合には、協働しない市民や事業者が不利益を受けないよう、

市は留意することが必要です。
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Ⅱ 自治の主体 それぞれの役割と責任 

１ 市民 
(1) 市民の権利 

【解説等】 

（包括的な権利） 

ここでは、川崎市のこれまでの自治の営みを振り返りつつ、これからの市民自治の推進に必

要かつ前提となる包括的な権利として、市民の個人の尊厳と個性が尊重され、平和で安心して

良好な環境のなかで暮らし、活動することができること（基本的人権の尊重、平和的生存権、

環境権、幸福追求権等の権利）を、日本国憲法の権利規定及び本市の条例や宣言等から確認し

ます。これまで川崎市では、環境権を規定した環境基本条例やオンブズマン制度、人権オンブ

ズパーソン制度、子どもの権利に関する条例などの人権への取組、核兵器廃絶平和都市宣言を

軸とした平和推進施策の展開、外国人市民代表者会議などの多文化共生のまちづくりなど、さ

まざまな施策を展開してきました。本条例の検討過程において、そうしたこれまでの川崎市の

施策等の到達点と課題をあらためて確認したうえで、さらにこの条例の趣旨を実現するための

権利として、以下の４つの権利を規定します。 

（知る権利） 

知る権利は、川崎市では昭和５９年に施行された情報公開条例の前文中において、市民の基

本的人権として位置付けられ、保障する制度として情報公開制度が確立されています。また、

この権利は、市民のほかの権利を実効的に保障する上でも、市民の参加や協働によるまちづく

りを進める上にあっても基盤となる重要な権利です。 

（参加する権利） 

市政へのかかわりを法律で保障しているものに、地方自治法上に定められた、住民の選挙や

直接請求という参政権としての権利の保障がありますが、これからの自治の推進にあたっては、

これらの法定権利だけでなく、市民がより主体的に市政へ参加することができる権利を保障す

ることが不可欠です。川崎市では、これまで多くの市民の参加により諸施策を推進し、市民参

加を基本とした市民共同のまちづくりを進めていますが、基本的には個別事例に応じて市民の

（包括的な権利） 

市民は、すべて個人として尊重され、平和で良好な環境の中で自己実現を図り、生命、

自由及び幸福追求に対する権利を持ちます。 

（知る権利） 

市民は、市政に関する情報を知る権利を持ちます。 

（参加する権利） 

市民は、市の政策形成や計画の決定過程、事業の実施及び評価など市政の各段階で参加

する権利を持ちます。 

（意見を表明し、提案する権利） 

市民は、市政に対する意見を表明し、また提案する権利を持ちます。 

（行政サービスを享受する権利） 

市民は、条例等の定めるところにより、行政サービスをひとしく受ける権利を持ちます。
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① 市民は、ともに社会の一員であることを自覚し、互いの自由と人格を尊重しあう責務を持

ちます。 

② 市民は、自らの暮らしや活動が、世代を超えて、地球環境に影響を及ぼすことを自覚し、

持続可能な地域社会を保全する責務を持ちます。 

③ 市民は、参加及び協働に当たっては、自らの発言と行動に責任を持たなければなりません。

④ 市民は、市政運営に伴う負担を分担する責務を持ちます。 

参加を保障していました。そこで本条例で、参加の権利を明記します。 

市政の各段階への参加とは、総合計画や条例の策定、各種審議会等への参加をはじめ、施策

の形成・決定過程や実施・評価への参加など、市政全般へ参加することをいいます。 

（意見を表明し、提案する権利） 

市民は、市政へ反映させるために、文書やメール等でその意見や提案を提出することができ

ます。 

提案とは、すでに制度化されている従来の苦情の申立て等とは異なり、施策の改善や新しい

施策の提案、協働型のまちづくりにおける事業提案などを行うものです。 

（行政サービスを享受する権利） 

市民は、条例等の定めるところにより、健康で文化的な生活を営むためのサービスをひとし

く受ける権利を有しています。 

 

(2) 市民の責務 

【解説等】 

① 市民は、社会を構成する一員であることを自覚し、自らだけでなく他者の存在をも考慮し、

個人が生来有している基本的人権やその個性を尊重し、責任ある行動をとることが求められま

す。 

② 市民は川崎市内の環境だけではなく、地球市民として地球全体の環境への責務を負っていま

す。地球温暖化などの地球規模での環境問題が顕在化しています。市民はこれまでは環境問題

の被害者として考えられてきました。現在においては市民の便利で豊かな生活そのものが環境

問題を引き起こしているとされ、知らずに加害者の側に立ってしまう場合もあります。今後の

世代に配慮し、持続可能な社会とするために、「地球市民としての自覚」を持って暮らし、活

動することが私たちの責務です。 

③ 市民がまちづくりへ参加するに当たって、または協働の主体となる際には、その役割や特性

を生かして行動することになりますが、自らだけではなく、協力して市民自治を担うというこ

とから、その行動及び発言には、社会通念上求められる責任を持つ必要があります。 

④ 市民は、行政サービスを受ける権利を有している一方で、そのサービス提供に伴う経費（市

政運営全体に係る経費を含む。）について、条例等の定めに基づいて分担する責務を負ってい

ます。 

 
(3) 事業者の社会的責任 

 

事業者は、地域社会を構成する一員として、その社会的責任を自覚し、地域社会との調和

を図り、誰もが安心して暮らせるまちづくりに寄与するよう努めなければなりません。 
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【解説等】 

近年、企業活動の変化、そして企業を取り巻く外部環境の変化により、企業の Corporate 

Social Responsibility（ＣＳＲ：社会的責任）という考え方が重視されるようになってきま

した。ＣＳＲとは企業経営に法令遵守（コンプライアンス）の徹底は勿論のこと、社会的公正

や環境への配慮等を取り込むことで、経済的利益だけではなく、環境保全、雇用確保、人権、

市民社会への貢献等についても、企業が「良き地球市民」としてバランスよく責任を果たすべ

きだという考え方です。これからの自治を推進していくためにも、事業者が、地域社会を構成

する一員として、社会的責任を重視し、地域のまちづくりに貢献していく責務を確認しておく

ことが必要です。なお、この考え方は、一般の企業にとどまらず、自治体や非営利活動団体な

ど、その事業活動が社会的に影響を及ぼす場合には、これらの団体にも適用されるものと考え

ます。 

 

(4) コミュニティ 

【解説等】 

（コミュニティ、コミュニティと市民との関係） 

コミュニティには、住んでいる地域を単位とした町内会・自治会などの地域コミュニティや、

テーマ別に活動している市民活動団体・ボランティアグループなどのテーマコミュニティなど

があります。市民は自主的にコミュニティを組織し、参加することができます。  

市民は、これらのコミュニティ活動の役割を認識し、また尊重するとともに、その活動を育

んでいきます。また、コミュニティへの参加は自由であって、強制されるものではありません。 

 

なお、川崎市における施策が全市、行政区、中学校区という三層制を基礎として展開されて

いることから、既存の地域コミュニティ及びテーマコミュニティだけでなく、小学校区あるい

は中学校区を単位とした新たな（地域）コミュニティの形成についても検討していく必要があ

ります 

 

（市とコミュニティとの関係） 

コミュニティの中には、地域の課題解決に資するもの、地域の親睦を深めるものなど、さま

ざまなものがあり、地域社会で重要な役割を担っています。 

こうした活動に対して、市は、この条例で掲げる協働の原則にそって、支援するコミュニテ

ィの役割を明確にした上で、条件の整っているコミュニティに対して、施設等の便宜供与、資

金面の援助、人材育成、情報提供などの支援を行うことができます。 

また、コミュニティに対して支援を行った場合には、情報共有の原則にしたがい、市はその

支援内容等に関する情報の共有化を進める必要があります。 

 

（地域におけるコミュニティの尊重） 

① 市民は、暮らしやすい地域社会を築くことを目指して、多様な単位やつながりによって形

成される地域のコミュニティを、それぞれの自由意思に基づいてつくることができます。 

② 市民（及び市）は、まちづくりの重要な担い手である地域におけるコミュニティの役割を

尊重し、これを守り、育てていくよう努めるものとします。 

（市とコミュニティとの関係） 

市は、コミュニティの自主性・自律性を尊重しながら、その活動を支援することができます。
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地域コミュニティ、テーマコミュニティ及び市は、それぞれの機能を互いに尊重し、信頼関

係のもとに協働してまちづくりにあたることから、今後、コミュニティに関する情報(活動目

的･体制・活動状況等)の集約・公開、活動相互のコーディネートなどを行う機関（場）の設置

についての検討が必要と考えます。 

 

２ 議会  

【解説等】 

（議会の設置及び議員の宣誓） 

① 住民から直接選ばれる議員により構成される議会は、主権者である市民の信託に基づく市政

を運営する重要な機関であり、それを明確にするために、自治基本条例に議会の設置規定を設

けることにします。 

② 市の職員は、地方公務員法に基づいて、就任に当たり宣誓義務が課せられていますが、市長

や議員、そして執行機関の委員等（特別職の公務員）には課せられていません。しかし、それ

らの職にあるものの職責はとても重要であることから、宣誓が必要と考えます。 

 

（議会の権限と責務） 
① 議会は、市民の代表として、議決権、調査権、検査権などの権限を十分に活用し、市政にお

ける重要な意思決定、行政に対するチェック機能、国等に対する意見表明などを行う必要があ

ります。 

② 議会は、その権限を行使するために、多様な市民意見や市の置かれている状況等をもとに十

分な議論を行い、適切に市民の意見を反映させ、市の将来を見据えた的確な結論を導き出すこ

（議会の設置及び議員の宣誓） 

① 市に、住民の直接選挙によって選ばれた議員で構成される議事機関として、議会を設置

します。 

② 議員は、その就任に当たり、憲法、自治基本条例その他の法令を遵守し、主権者として

の市民の信託に基づく市政を担う者として、誠実かつ公正に職務を遂行することを宣誓す

るものとします。 

（議会の権限と責務） 

① 議会は、市の重要な意思決定及び行政運営の監視を行い、議会としての意見を国会又は

関係行政庁に提出すること等の権限を行使します。 

② 議会は、前項の権限を行使するに当たり、市民の意思が反映されるように十分な議論を

行うとともに、市民にわかりやすく、開かれた議会運営に努めなければなりません。 

③ 議会は、議会活動に関する情報を市民に説明する等、市民との情報共有を図るとともに、

市民からの提案等に対して応答するよう努めなければなりません。 

（議員の責務） 

① 議員は、この条例の理念を十分認識するとともに、地域の課題や市民意見を把握し、市

政全体の観点から的確な判断を行うことにより、議会がその機能を十分発揮できるよう努

めなければなりません。 

② 議員は、議会活動をさまざまな方法で、わかりやすく市民に伝えることにより、市政に

関する情報の共有に努めなければなりません。 
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とが求められています。 

また、議会運営は市民にわかりやすく開かれたものでなければなりませんが、その活動がわ

かりにくいという意見もあります。現在でも、本会議や常任委員会は傍聴することが可能であ

り、本会議資料の配布やインターネットを通じた議会公開など開かれた議会に向けた検討もな

されていますが、より開かれた、わかりやすい議会運営をめざすために、例えば、本会議の夜

間、または休日開催などの試みも考えられます。 

 

議会をこれまで以上に身近なものとするために区役所に議会の担当窓口を設置できないか

という意見もあります。しかし、現行の地方自治法上も、また二元代表制という観点からも、

市議会の権限に関することを市長の所管に属する区役所に委任することは困難であり、さらに、

担当職員を置くことはコスト面からも問題があります。そのため、市民が中心になり、区役所

などの施設を活用して、それぞれの地域において市民と議員が活発に意見交換を行う場などを

設けることも考えられます。 

 

③ 議会においては、会期ごとに市議会の広報等を通じて、その活動状況が明らかにされていま

す。しかし、議案に対する会派の賛否の状況が不明であることなど、必ずしも、市民の知りた

い情報が十分には提供されていない部分もあることから、それらの情報について市民との共有

を進める必要があります。 

 

請願・陳情により市民は、議会に対し自由に意見、要望を出すことはできますが、その趣旨

等を直接常任委員会で述べることはできません。請願者等が直接、述べることができるような

仕組みが必要であり、さらにその名称を、例えば「市民提案」など、市民が主権者であるにふ

さわしい名称とすることも必要です。 

 
（議員の責務） 

① 議会は、二元代表制の一翼を担う立場にあり、議決その他の行為を通じて市民意見を代表し

ています。議会の活動を担っている議員は、地域における活動などを通じて地域の課題や市民

の意見を把握し、市政全体の観点から的確な判断を行うことにより、議会の機能が発揮できる

ようにすることが求められています。そのためには、より一層の政策形成能力等の向上等を図

る必要があります。 

② 議員は、自らの活動を通じて、市民に議会活動の状況をわかりやすく伝え、市政運営に関す

る情報についても市民と共有する必要があります。 
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３ 市長・行政 
(1) 市長その他の執行機関 

【解説等】 

（市長の設置） 

住民から直接選ばれる市長は、主権者である市民の信託に基づく市政を運営する重要な機関

であり、それをより明確にするために、自治基本条例に市長の設置規定を設けます。 

 

(市長その他の執行機関の責務) 

① 市長は、執行機関の一つですが、住民の直接選挙によって選ばれた市の代表としての地位に

あります。したがって、他の執行機関に比較しても増して、その責任は重く、主権者である市

民の信託にこたえるために、市長としての重要な多くの権限を行使します。また、他の執行機

関が限定された職務を遂行するのに対して、市長は他の執行機関の権限以外のすべての職務を

遂行することになります。「あらゆる施策を通じて」の意味は、このことを示しているもので

あり、「市民生活と自治を守り、発展させるため」の職員の育成も含まれています。 

② 執行機関はそれぞれ市における重要な職務を担っています。その職務は、市長の総合的な調

整の下、各執行機関の判断と責任において執行されます。 

③ 行政運営に携わる市長その他の執行機関は、この条例に規定される基本原則などを遵守すべ

きことはもちろんのこと、基本原則から導き出される行政運営のあり方についても従うべきこ

とを規定しています。 

④ 職員は、その職務を通じて行政サービスの提供に努めるとともに、市民とともに自治を担う

者として協働を推進する姿勢を持つことが求められます。また、職員は、市の各機関に属して

行政運営に従事しているため、各機関の果たすべき責務は職員の責務ともいえます。 

 

誠実かつ公正に行政執行を行う手段として、最近、いくつかの自治体で、行政運営上の違法

な行為等を発見した場合、自治体の中に設置された機関に通報することを職員の責務とする動

きがあります。このことは、全体の奉仕者であることを具現化しているという意味で、この条

（市長の設置） 

市に、住民の直接選挙によって選ばれた市の代表である市長を設置します。 

（市長その他の執行機関の権限、責務等） 

① 市長は、あらゆる施策を通じて市民生活と自治を守り、発展させるため、市の代表とし

て、市政運営の方針を定め、市政全体の総合的な調整その他の権限を行使します。 

② 執行機関（市長を除く。）は、その所管する職務において市民生活と自治を守り、発展

させるため、市長の総合的な調整の下、その権限を行使します。 

③ 市長その他の執行機関は、行政運営の項に定める事項に従い、誠実かつ公正にその職務

を管理し、及び執行しなければなりません。 

④ 市の機関に属する職員は、市民とともに自治を担う者としての認識に立ち、憲法、自治

基本条例その他の法令を遵守し、職務を誠実かつ公正に執行しなければなりません。 

（市長等の宣誓） 

市長、助役、収入役、執行機関の委員及び任命に当たり議会の同意を必要とする附属機

関の委員は、その就任に当たり、憲法、自治基本条例その他の法令を遵守し、主権者とし

ての市民の信託に基づく市政を担う者として誠実かつ公正に職務を遂行することを宣誓

するものとします。 
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例に入れるべきという意見もある一方、条例レベルの問題ではないという意見もあり、また、

このような制度自体が不要という意見もあります。 

 

（市長等の宣誓） 

（議員の宣誓）の解説でも述べているとおり、市長や執行機関は、その職責の重さを再度確

認するために宣誓が必要と考えます。また、オンブズマンなど、その就任に当たって議会の議

決が必要な附属機関の委員についても、市民の権利を守る等、重要な役割を果たしていること

から、同様に宣誓が必要と考えます。 

 

(2) 行政運営 

【解説等】 

行政を運営するに当たって、基本理念、自治の基本原則に則ることはもちろん、上記に掲げ

た事項にのっとって行わなければなりません。 

①～③については、「自治の基本原則」から導かれる内容です。 

④については、行政組織のあり方等から導き出される行政運営に必要な具体的内容です。 

⑤については、主権者である市民に対し、行政サービスの提供その他の事項について、公正

性、公平性が保たれる必要があるとともに、行政手続等に関して、その透明性が確保され

ることが必要であるという内容です。 

⑥については、自治体の自己決定権が拡充される中、法令の自主解釈及び運用範囲の拡大に

伴い法務体制の強化が重要となっており、法令の解釈に当たっては、国と対等ということ、

市民生活と自治を守り、発展させるという基本に立って行われることが必要であるという

内容です。 

⑦については、めまぐるしく変化する社会環境の中で、常に行政組織、制度については見直

しを図る必要があり、市には迅速、かつ柔軟に対応することが求められるという内容です。 

 

⑤に示した、行政の透明性、公正性の確保に関連する問題として、要綱のあり方の問題があ

ります。要綱は、「法律ではなく、その法的性質は行政内部の事柄を定めた内規」と定義され

ますが、平成１２年の地方自治法改正により、義務を課し、又は権利を制限するには、条例に

よることが明記、その徹底が図られています。本市においては７００本以上（平成１２年の川

崎市地方分権推進研究委員会の調査によれば、７６７本）の要綱がありますが、その全体像が

明らかにされているとはいえず、市民からはわかりづらい状況もあります。行政の透明性、公

正性を徹底するためにも、そして、行政の説明責任という観点からも、その公開を図り、必要

な場合は、条例や規則への移行を今後も検討していく必要があります。 

市長その他の執行機関は、次のことを踏まえ、行政運営を行わなければなりません。 

① 市民との情報共有を図り、行政活動に関する情報を市民に説明するとともに、市民からの

提案等に対して応答に努めること。 

② 行政活動の各段階において市民参加を推進し、市民の意思が市政に適切に反映されるよう

にすること。 

③ 市民の自主的な活動を尊重し、市民との協働によるまちづくりを進めること。 

④ 効果的、効率的かつ総合的に実施されること。 

⑤ 公正・公平の確保と透明性の向上を図ること。 

⑥ 法令の解釈は、この条例の趣旨にのっとり行われること。 

⑦ 行政の組織、制度及び運用について不断の見直しを図ること。 
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(3) 計画的な行政運営 

【解説等】 

市政の運営に当たっては、本市の将来像を明らかにする総合計画や部門別の基本計画等に従

って、計画的に、整合性を図りながら施策を展開していくことが重要です。 

 

総合計画は市政運営及び市民生活に大きな影響を及ぼす重要な意味を持つものであるため、

地方自治法において議決事項と定められている「基本構想」のみならず、「基本政策」部分に

ついても、市民の代表である議会の議決事項とするなどの検討も必要との意見もあります。 

 

(4) 行政組織のあり方 

【解説等】 

① 行政は縦割りによる弊害を排し、組織横断的な行政運営とともに、最小の経費で最大の効果

が得られるような機能的な行政運営が求められます。 

また、社会経済情勢の変化、行政需要の多様化に対応することも重要になりますが、市場原

理が的確に働く領域においては、そのサービス提供を民間部門に委ねていくことも必要になり

ます。 

② 出資法人については、市が直接事業を実施するよりも、効率的、弾力的な事業執行などが期

待される場合に設立、活用されてきましたが、長引く景気低迷などにより、厳しい経営環境に

置かれています。そのため、社会環境の変化等を的確に捉えながら、事業の必要性、効率性、

また関与の必要性などの観点から、法人の存在意義なども含めて抜本的な見直しに向けて、市

として指導・調整機能を十分に発揮する必要があります。 

 

(5) 財政運営等 

 

① 市の財政は、これが市民の税金その他の貴重な財源によって支えられていることを踏ま

え、中長期的な視野に立ち、自主的かつ健全に運営されなければなりません。 

② 市長は、予算の編成及び執行に当たっては、総合計画及び評価の結果を踏まえ、効率的か

つ効果的に財源を活用しなければなりません。 

③ 市長は、予算の編成及び執行に当たっては、市民との情報の共有を図り、市政の透明性を

高めるため、その過程を分かりやすく公表するよう努めなければなりません。 

④ 市長その他執行機関は、市の所有する財産の適正な管理及び効率的な運用に努めるととも

に、その状況について、市民にわかりやすいものとして公表しなければなりません。 

市政は、総合計画（長期的な展望に立って、市の政策の基本的方向を総合的に示す計画を

いう。以下同じ。）及び部門別の基本計画等の基本的方向に沿って、相互に整合性を図りな

がら、運営されなければなりません。 

① 市の組織は、次のことに留意して整備され、運営されなければなりません。 

ア 簡素で、効率的、機能的かつ総合的であること。 

イ 社会経済情勢の変化及び市民ニーズ等の変化に、柔軟かつ弾力的に対応できること。 

② 市長は、前項の趣旨に従って、市の出資法人の設置及び運営がなされるよう、指導及び調

整に努めなければなりません。 
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【解説等】 

① 財政運営の基本原則として、貴重な市民の税金等を財源としていることを認識するとともに、

予算は単年度で編成されてはいますが、総合計画との整合や、社会経済情勢の変化への対応な

ど事案に応じて中長期的な展望のもとに編成される必要があるものと考えます。また、市の自

律性を高めるためにも、自主的かつ健全な財政運営が行われるべきと考えます。 

② 財政運営の基本原則のもと、予算の編成とその執行に当たっての市長の責務を規定していま

す。 

③・④ 財政状況についての情報は、地方自治法第 243 条の 3の規定に基づく条例により、定期

に公表されています。川崎市においては財政情報の公表について、内容の充実に取り組んでい

ますが、自治体の予算書、決算書は民間企業の財務諸表とは形式が異なり、また、これに準じ

て財務諸表を作成したとしても内容は、市民にとってはなかなか理解しにくいものでもありま

す。 

予算編成過程の情報に対しては、市民の関心が高く、予算要求情報を提供している都市もあ

ります。また、今後、区役所にあっては、地域の課題を地域で解決するための拠点として予算

権限等の強化も図られるものと考えられます。市民との情報共有の観点から、更なるわかりや

すい情報の公表が必要ではないかと考えます。 

④ 市有財産も予算の財源における認識と同様に貴重なものですので、その適正な維持管理のも

と、効率的な運用が図られなければなりません。 

 

このほか討議の中では、市民の財政運営への参加の観点から、予算への提案、予算原案につ

いて意見を聴く機会の設定、予算の 1％を市民の公共公益活動に使う仕組み作り、現在行われ

ているミニ公募債による市民の積極的な市債購入制度の継続などについて意見が出されまし

た。 

 

(6) 苦情、不服、侵害に対する措置 

【解説等】 

① 市民は、市政に関する苦情について、市民オンブズマンに申し出るところにより、その処理

を求めることができます。またこのほかに知る権利の侵害に対する権利救済としての公文書公

開審査会、自己情報コントロール権の侵害に対する個人情報保護審査会その他行政処分への不

服に関する行政不服審査制度などを利用して、自治の主体としての権利利益の保護を求めるこ

とが制度的に保障されています。 

② 行政の高度化及び複雑化、社会経済環境の変化の時代の中で、市民オンブズマン制度など、

市に置かれる苦情処理及び権利利益保護のための制度は、市民自治拡充という時代の流れに対

応が可能となるよう総合的な対応が求められるものと考えます。 

現行市民オンブズマン条例においては、苦情の申立人に対して申し出による調査結果を通知

し、年次報告において一部の処理事例の公表がされることとなっています。しかし、その調査

結果は、苦情申立人に限らず、市民生活において重要な事例であったり、市民に共通な事例で

あるような場合にあっては、その処理概要、市の業務見直し内容なども適宜に公表するなどの

情報提供が必要であると考えられます。 

① 市民は、市政に関する苦情、不服等について、市に対して、簡易迅速にその処理、救済等

を求めることができます。 

② 市は、前項の市民の求めに応ずる制度を設け、この条例による自治の基本原則と市民の権

利保障に努める責務に基づいてその運用を図ります。 

③ 市は前項に定めるもののほか、市民の権利利益の保護に必要な措置を講じなければなりま

せん。 
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さらに市民オンブズマンは、申し出に伴う調査のほかに、その発意により調査を行う権限も

あり、行政監視及び非違の是正勧告の任に当たる職務権限も有していますので、利害関係当事

者ではない市民からの市政一般に関する社会的または制度的な苦情の申立て等であっても、こ

の権限を十分に活用することにより、市民自治の推進・拡充に資するための調査を行い、その

結果に基づき意見表明及び勧告を行うことも必要であると考えられます。 

③ 市民の苦情処理、権利救済制度については、市、県、国の制度のほか民間団体など、その窓

口は数多く用意されているものですので、県、国等との連携や、協力体制を講ずることによっ

て市民の苦情処理、権利救済に資するよう努めることが必要ですし、その手続きについて、広

く市民に対して分かり易く説明・周知し、市民が知らなかったことによって不利益を受けない

ようにしなければなりません。 

 

このほかに討議の中では、組織横断的で一元的な救済機関として市民自治の拡充、地方分権

の時代に対応した市民にとって分かりやすく、使いやすい制度とするため、個人の利害を有す

る行政への苦情だけではなく、市民の市政一般に対する苦情等の処理について、市民の誰もが

気軽に申立てができ、迅速な調査の対象とされる制度の運用拡充を求める総合的な対処機関と

しての新たな総合オンブズマンの設置についての提案がありました。 
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４ 区 

【解説等】 

(区及び区役所) 

私たち市民にとって、区は身近なサービスを身近な場所で実施するだけではなく、「地域の

ことは地域で決めて実行する」ことを基本に、区民が参加し、また、協働して、地域のまちづ

くりを進めるために設置されているものと考えます。したがって、区役所は、こうした二つの

機能を果たすための区民にとってのよりどころとして、その機能を強化していくことが必要で

す。 

 (区役所の役割と責務) 

① 区役所は、区の設置目的が「『地域のことは地域で決めて実行する』ことを基本に参加と協

働の原則に基づき地域のまちづくりを進める」とされていることを受け、具体的に、区民との

協働によって当該区域内のまちづくりに関する課題の解決を総合的に推進する必要がありま

す。 

② 区役所は、区民と接してサービスを提供する場であることを認識し、職員に対して、区民へ

の親切・丁寧な応対を徹底するとともに、サービス提供に当たっては、利便性が高く効果的な

(区及び区役所) 

① 「地域のことは地域で決めて実行する」ことを基本に、参加と協働を原則とし、地域のま

ちづくりを進めるとともに、区民（それぞれの区内に住む人及びそれぞれの区内で働き、学

び又は活動する人をいいます。以下同じ。）に身近なサービスを総合的に実施するため、市

域を分けて区を設けます。 

② 前項の目的を達成するため、区に区役所を置きます。 

（区役所の役割と責務） 

① 区役所は、参加と協働を原則として、区におけるまちづくりに関する課題の解決を総合的

に推進します。 

② 区役所は、区民の生活に身近なサービスを総合的に提供する拠点として、利便性の高いサ

ービスが、効果的・効率的に提供されるよう努めなければなりません。 

③ 区役所は、区民との協働を推進するため、市民活動についての支援施策を講じるものとし

ます。 

（区に関する市長の責務） 

① 市長は、区民の意見を的確に受け止め、市政に反映するよう努めなければなりません。 

② 市長は、区役所が、区民との協働の拠点として、また、区民の生活に最も身近な行政機関

としての役割を的確に果たすことができるよう、親しみやすく、開かれ、かつ分かりやすい

組織運営に努めなければなりません。 

（区における自治の推進） 

① 区民による地域のまちづくりを進めるため、区に関する重要課題を審議し、区長及び市長

に意見を述べる区民会議を設置します。 

② 区長及び市長並びに区選出議員は、区民会議の審議結果を尊重し、その意見をそれぞれの

職務の遂行に際して反映するよう努めなければなりません。 

（区の予算の確保） 

市長は、区における課題の解決を図るため、必要な予算の確保に努めなければなりません。
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サービスが効率的に提供されるよう努めなければなりません。 

③ 区役所は、区民との協働を進めるため、市民活動団体の育成・支援をはじめ市民活動団体へ

の事業委託等に取り組むなど、区域内における市民活動全体を支援し、区民協働拠点としての

役割を強化していくことが重要です。また、特に協働の円滑な推進に資するため、協働のあり

様や情報公開、区の歴史・文化、特有の課題等について、区民に周知する必要があります。 

 (区に関する市長の責務) 

現在の法制度における政令指定都市の区長は、一般職の事務吏員をもって充てるとされ、選

挙で選ばれる特別地方公共団体である東京都の２３区の区長とは、位置づけが大きく異なって

います。したがって、区長の責務を規定するよりも、市長が区に対する責務を負うことを規定

することにより、区長も市長の指示のもとに一体的に責務を果たすことになるなど、実質的な

効果があります。 

① 市長は、区民の要望、ニーズの把握に努め、地域（区民）の視点で施策等の総合化を図り、

市政に反映させなければなりません。 

② 市長は、区役所が区民との協働の拠点として、また、区民の生活に最も身近な行政機関とし

ての役割を的確に果たすことができるよう、事業提案権、関連部局間の事業調整権の整備など

区長権限を強化し、区における地域課題の解決が図られるよう努めなければなりません。 

(区における自治の推進) 

① 区民会議は、区政方針の策定や区の予算に関することなど区の重要な課題について、幅広い

区民によって検討し、意見の集約を行っていく機関として設置する必要があります。 

② 区民会議の機能の実効性を担保するため、市長、区長及び区選出の議員は、区民会議の審議

結果等を尊重し、その意見をそれぞれの職務の遂行に際して反映するよう努めなければなりま

せん。 

 

このほか区民会議の委員の構成、任期等詳細については、別に条例等によって定めること、

区民会議は、さまざまな事項について審議するため、例えば、まちづくりや福祉などの分野に

応じて分科会を設けること、区民会議の設置にあたっては、区政推進会議やまちづくり推進組

織との機能や役割など、再編を含め十分に調整することなどについて検討を進める必要があり

ます。 

また、区民会議の構成に市議会議員及び県議会議員を含めるかについて、審議機関に議決機

関の議員を含めるのは望ましくないという意見と実効性及び代表性の確保の観点から含める

のが望ましいという意見があります。 

 

 (区の予算の確保) 

市長は、区のまちづくりや地域課題の解決のために必要な区の予算（事業）の確保に努める

ものとします。 

 

以上のほか、次のような項目について意見が寄せられました。 

① 広報・広聴活動等によって寄せられた区民の意見や要望等を一元的に集約し行政と区民が情

報を共有する機関の必要性 

② 区民からの苦情や相談に迅速かつ的確に対処するため、従来の縦割り機能中心の対応に加え

て組織横断的に対応し、その進捗状況は随時当事者に明示できるようにするとともに、区民か

ら寄せられた意見や提起された課題について、その実現の可否、調査の要否、克服すべき条件

等を明示するような仕組みの必要性 

③ 市民が、自ら生活する環境を決め、かつ豊かな生活の実現を理念としたまちづくりについて

支援をするような仕組み（条例）の必要性 
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Ⅲ 自治拡充推進のための制度等 

 

ここでは、自治の基本原則に基づく自治の営みの中で、市民の権利を具体的に保障するため

の制度や仕組みなどについて、自治の基本原則である情報共有、参加及び協働の観点からまと

めて掲げたものです。これまでの市の自治の積み重ねの中で、この基本原則にかなう制度など

は数多く設けられてきていますが、ここに取り上げる制度や仕組みは、その中でもとりわけ重

要であると考えるものや今後の制度化が必要なものをあげています。 

 

１ 情報共有による自治の営み 
(1) 情報提供 

【解説等】 

情報提供制度は、次の情報公開制度と車の両輪として市民との情報共有をめざすための重要

な制度といえます。 

市民に提供すべきと考える情報は、例示したもののほか、次のものが考えられます。 

・市民に判断を求めるとき（例：住民投票やパブリック・コメントなど）は、判断すること

ができる情報 

・市民に対し意見を求め、その意見を取り上げない場合は、その理由が明らかとなる情報 

・市民生活に何らかの影響を生じさせる場合は、事前に、その影響に関する情報 

・施策の効果、評価に関する情報 

・施策のコストに関する情報 

・財政運営に関する情報 

・予算手続きに関する情報 

・計画策定過程や意思決定過程の情報 

なお、情報提供は、情報を受ける側の市民の状況を考慮する必要があり、例えば、提供する

情報の量が共有する目的にそって十分な量であることや、情報を分野別に整理し、検索システ

ムの充実を図ったり、多様な情報媒体を用意することや、身近な課題を解決する拠点としての

区の情報サービス窓口の拡充、適切な PR としての広報活動の充実など広汎な市民が主体的に

まちづくりに参加し、協働することができるよう制度構築を考える必要があります。また、情

報を共有する市民もその情報の十分な活用に努める必要があります。 

 

このほかに、情報共有を行うべき対象機関（例：出資法人など）については、現行の情報公

開条例等で規定されていますが、対象機関とする考え方、範囲の拡大などの検討が必要と考え

ました。 

 

(2) 情報公開 

【解説等】 

昭和 59 年の情報公開条例制定時から基本的人権の一つとしてとして明示された「知る権利」

を保障し、市の説明責務を果たすための情報公開について定めたものです。川崎市では全国で

も早い時期に制度化されたもので、現在では、国をはじめ、全国の自治体で制度化されている

市は、総合計画その他重要な計画及び主要な事業に関する情報その他の市民生活に関わる

必要な情報について、市民に積極的に提供しなければなりません。また、情報の提供は、わ

かりやすく、かつ適時に行われなければなりません。 

市民は、その知る権利に基づき、市が保有する情報について、開示を求めることができま

す。市は、市民からの開示の請求に対しては、その説明責務を果たすため、正当な理由がな

い限り、これに応じなければなりません。 
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ものですが、これからは、市民誰でもが情報を容易に利用、活用することができる仕組み、支

援の検討など制度運用の充実が求められるものと考えます。 

 

(3) 個人情報保護 

【解説等】 

市が保有する情報には住民などについての大量の個人情報があり、情報公開の時代の中で、

市民の情報へのアクセス度合いを高めればそれだけ情報流出等の危険性が生じてきます。  

しかし、個人情報の本人にあっては、当然に自己情報の内容を知る権利は保障されるべきで

あり、このような課題の調整が必要です。 

 

２ 参加、協働による自治の営み 
(1) 総合計画等への参加 

【解説等】 

参加の手続は、以下に掲げる審議会等への参加やパブリック・コメント制度などがあります

が、総合計画などの重要な計画は、市の施策体系を定めるもので、その内容が市民生活に大き

な影響を与えるものであることから、市民参加の保障は、厚く担保される必要があり、市は、

可能な限りの手法を検討して、より多くの市民が主体的に総合計画などの策定に参加できるよ

うにする必要があります。また、市民生活の中でより有効な施策展開が可能となるよう協働と

しての計画作りにも取り組む必要があるものと考えます。 

 

(2) 審議会等への参加 

【解説等】 

① 川崎市には、法令、条例、要綱等の規定により、多くの審議会、委員会等が置かれ、委員に

市民委員が含まれるものが多数あります。市民委員の選考に当たっては、審議会等の設置目的

や審議内容などを勘案の上、一般の公募によることを原則とするものです。また、市民が審議

会等の委員として参加することは、議事に対して実質的に参加できることが保障されることも

意味しますので、議事運営について工夫することが必要です。 

② 審議会等の会議の公開に関する条例により、市の審議会等の会議は、公開されることが原則

とされています。単に会議を傍聴することによる参加だけでなく、議題に応じて会議の運用で、

傍聴者の意見を聴くことなどが検討されることとなれば、より望ましい参加の形態になるもの

と考えられます。  
 

市は、その保有する個人情報について、適切な保護を図らなければなりません。市民は、

自己の個人情報については、その自己情報を管理する権利に基づき、その開示、削除、訂正

又は目的外使用等の中止を求めることができます。市は、市民からの開示等の請求に対して

は、正当な理由がない限り、これに応じなければなりません。 

総合計画その他市政の基本となる計画の策定に当たっては、市民の参加の機会を保障する

ものとします。 

① 市の事務事業について、市民の意見、学識者の専門的意見等の反映又は公正の確保を図る

ために設置された審議会等の市民委員は、公募によることを原則とします。 

② 前項の審議会等の会議は、正当な理由のない限り、市民に公開されるものとします。 
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(3) パブリック・コメント制度 

【解説等】 

主権者である市民が自治を進めるためには、市民の参加が保障されなければなりません。こ

れまで市では、参加の手段としての広聴制度としては、「市長への手紙」、「インターネット広

聴」、「各種市民相談」、「市政モニター」、「市民意識実態調査」などが制度化されていましたが、

これらに加えて「パブリック・コメント制度」の制度化を図ろうとするものです。 

① 「パブリック・コメント制度」は、これまで、男女平等かわさき条例、まちづくり 3条例な

どの制定過程において、事実上、行われてはきましたが、制度化はされていませんでした。し

かしながら、「パブリック・コメント制度」は、これからの自治にとって、具体の重要事案に

ついて、市民の参加する権利及び意見を表明し、提案する権利を保障し、また、市の応答責任

を果たさせるためにも明文の制度化が必要なものです。 

② 「パブリック・コメント制度」は、単に、具体の重要事案に対して市民が意見を言えるだけ

ではなく、制度化することによって、その事案に対する市民との情報の共有化、事案への市民

意見反映による自治の推進にもつながるものと考えられます。 

③ 「パブリック・コメント制度」については、このような効用がありますので、自治基本条例

には総論的な規定を置き、対象事案、意見聴取のための情報周知方法、意見聴取方法・期間、

その他手続を進めるためには詳細な検討が必要なものと考えますので、細部については、別の

規程にゆだねることとしました。 

 

(4) 評価 

【解説等】 

現在、市では、「川崎再生 ACTION システム」として事務事業の総点検が実施され、全事務事

業を対象とした点検を行い、行財政改革の推進、総合計画の策定、予算・組織定数への反映な

ど行財政運営に活用しています。今までは、一度事業が進められると、その事業を進めること

が目的となり、費用が増大しようとも中止や見直しができなくなり、ますます悪循環に陥る可

能性がありました。事業や施策などが、市民生活の質の向上にとって、いかに有効なものであ

るのか、また有効なものであっても貴重な行政資源を合理的に使い、最大の効果を発揮してい

るのかなどを合理的、客観的な指標によって適切にチェックすることが必要です。地方自治法

① 市は、市民の参加する権利及び意見を表明し、提案する権利を保障するとともに、市政の

過程の公正の確保と市政の透明性の向上を図るため、市民生活に大きな影響を及ぼす事案の

策定に当たっては、市民から当該事案に係る意見を求める手続（以下「パブリック・コメン

ト制度」という。）をとらなければなりません。 

② 市長その他の執行機関の長は、パブリック・コメント制度により提出された市民の意見を

十分考慮して事案の策定に対する意思決定を行うとともに、その意見に対する考え方をとり

まとめて公表しなければなりません。 

③ その他パブリック・コメント制度に必要な事項は、別に定めます。 

① 市は、効率的かつ効果的な市政運営を推進し、総合計画の着実な実行と進行管理を行うと

ともに、施策、事業等の成果を市民に明らかにするため、施策、事業等について、評価を実

施するものとします。 

② 評価にかかわる項目及び指標は市民の視点に立脚したものであり、評価結果は市民にとっ

てわかりやすいものでなければなりません。 

③ 市は、評価結果を公表するとともに、施策、事業等に適切に反映させなければなりません。

④ 評価制度の運営に当たっては、市民参加による委員会を設けます。 
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の仕組みの中では、監査委員や外部監査人による監査によっても特定の事業等のチェックはさ

れ、また、議会においても市政運営の監視機能によるチェックは行われますが、継続的に、定

期的にすべての施策、事業などについて、合理的な評価が実施されることは、より大切なこと

と考えますので、自治基本条例上に位置付けることとしました。 

① 市の施策、事業等について、点検し、それぞれの成果を図り、その結果に基づいてそれぞれ

の施策、事業等を改善または改革するために適正な評価を行うことは、限られた行政資源の中

で、最も有効に活用するためには必要なことです。 

② 評価は、自治の主体としての市民が市政に求める重要なことですが、どのように評価したの

か市民が理解できなければ市民が主体的に評価に参加することはできませんし、市にとっても、

市民に対して適切な評価を実施したのかの説明責務を果たしたこととはなりません。 

③ 評価の結果は、結果として市民に還元されるとともに、実際の施策、事業などを通しても還

元されるものでなければなりません。 

④ 自治の推進の上で市民が評価に参加・協働することは重要なことですので、市民委員を含む

委員会を設置し、評価制度の運営を行う必要があります。 

 

このほかに、市民の施策等に関する評価の観点はそれぞれ異なるもので、市民が自由な立場

で評価し、市に対して意見を述べることのほうがふさわしいとの意見もありました。 

 

(5) 住民投票制度 

【解説等】 

① 自治基本条例には、住民投票制度に関する次の基本的事項を規定することによって、いわゆ

る「常設型」の住民投票制度を設けることとし、重要事項が生じるたびに個別の住民投票条例

を制定しなくともよいこととしました。 

ア 投票に付議する事項 

イ 発議権者の範囲 

ウ 投票に先立つ十分な情報周知と討議の機会の付与 

エ 投票結果の尊重 

なお、これらの基本的事項を定めるだけでは、常設型住民投票制度を自治基本条例中に定め

たこととはならないのではないかとの意見もありました。しかし、自治基本条例には、その性

格からしても基本的事項のみを定めることが適当であると考えました。 

なお、市政に係る重要事項とは、他都市の例によると、合併問題や大規模公共事業の是非な

どが考えられます。 

また、条例の制定改廃など市民の直接請求があり、それが否決されてしまったものを対象と

するべきとの意見がありました。 

② 発議権については、住民（市内に住所を有する外国人市民を含みます。）がそれを持つこと

は当然であり、選挙権者のみではなく、１８歳以上の未成年者を入れることが考えられます。

また、他の自治体の例のように、議会や市長からの発議も認めるべきと考えました 

① 市は、市政に係る重要事項について、直接、住民の意思を確認し、その結果を市政運営に

反映させるため、住民投票を実施することができます。 

② 住民、議会又は市長は、市政に係る重要事項について住民投票を発議することができます。

③ 市長は、住民投票を実施するに当たっては、住民投票の対象とされた事項について、その

争点に関する情報の周知を図るとともに、住民の間で十分な討議が行えるよう努めなければ

なりません。 

④ 市長及び議会は、住民投票の結果を尊重しなければなりません。 

⑤ その他住民投票を実施する上で必要な事項は、別に条例で定めます。 
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③ 住民投票を行うに当たっては、住民の間に投票対象事案について、客観的に判断するための

争点などについての情報が十分提供されることが必要と考えます。また、住民投票が行われる

までの間に、争点についての見解を聴いたり討議が行える場が設けられることが望ましいとも

考えました。 

④ 住民投票の結果は、前述のとおりに十分な情報提供、討議を行った上で実施されるものです

から、誰もが尊重する必要があるとの意見があります。しかし、住民に、議会及び市長と同等

の尊重義務を課すことについては、長や議会と住民では、その責任の重さは異なるものであり、

また、住民投票は、長や議会の意思決定に住民の意思を反映させるために行われるものである

ことを考える必要があります。 

⑤ 基本的事項のほかに投票の成立要件など、住民投票制度の構築には定めるべき事項がありま

すが、現在行われている住民投票制度検討委員会での課題整理などの結果を尊重し、別途の条

例によって制度設計を行うことが妥当と考えました。 

 

このほかに、住民投票の単位を区とすることについて、「川崎市は市域が細長く、区毎に地

域特性が異なるため、各区の課題もさまざまで、案件への各区民の関心の度合いにも違いがあ

り、また、区によっては特例市並みの人口規模を有する区もいくつかあります。さらに、区は、

自治基本条例において、まちづくりの拠点の役割を担うことともされる予定です。したがって、

今後の指定都市制度の改革や区行政改革の動向を踏まえながらの検討が必要ですが、将来『区』

が市の分権の拠点として整備されるならば、『区』を住民投票の単位としてもよいのではない

か」との意見もありました。 

 

(6) 協働のための施策整備等 

【解説等】 

① より豊かな市民社会を形成し、市民自治を推進していくため、市民や事業者、市がそれぞれ

の役割と責任のもと自主的に公共的な課題の解決に取り組むとともに、これまで主に市が担っ

てきた公共的な活動を、これからは市民も事業者も市とともに協働して担っていくという考え

方が、今後の市民自治のあるべき姿です。これまで「公共」の役割とされてきたものは、主に

市が担うことが効率の面からも資源の面からも適当と考えられてきましたが、近年の多様なニ

ーズに対し、特に市民セクターの活動は、きめ細やかな対応ができるなどの特徴があります。

これからは、市民・事業者・市が協力して公益的な活動をともに担い、身近な地域社会はもち

ろんのこと、市民社会総体をより豊かにしていくことを本条例で確認します。 

② これらの公共的な活動をともに担っていくためには、市政における参加と協働が積極的に実

行されなくてはなりません。そこで、協働を推進するために、施策における協働概念の導入及

び施策の構築に向けた市の努力規定を置き、すでに地域で活動している市民活動や市民事業が

支えられ、またこれからますます創出されることを担保する施策の推進が必要です。 

そこで、現在市で定めている「市民活動支援指針」をベースとしながら、公共をそれぞれの

主体が協働して積極的に担っていく環境を整備するための新たな条例制定を検討するととも

に、そのなかで協働のルールやコミュニティ・ファンドの創設、中間支援組織の機能拡充、政

策入札、税使途指定制度等について検討していくことが必要です。 

① 市民は、暮らしやすい地域社会の実現のために、市民自治の推進をともに担うことを目

的として、市と協働して公共的な課題の解決にあたります。 

② 前項の目的を達成するため、市は、市民及び事業者と協働し、公共的な課題を解決する

ための施策を整備し、その推進を図らなければなりません。 
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Ⅳ 国や他の自治体との関係について 

【解説等】 

① この条例に規定されている基本理念では、国・県との対等・協力の関係に立った自立的な運

営を行うことにより、自治体としての自立の確保について規定されていますが、この考えに基

づき、「団体自治」に関する考え方を明確に規定する必要があります。 

地方分権改革の進展により、本市は法的には完全に国や県と対等な関係になりました。その

ため、それ以前には国の見解・解釈に頼っていたことも、これからは自主的に判断を迫られる

ことになり、また国や他の自治体との意見相違が起こった場合にも、市は毅然とした態度で対

処することが必要であり、場合によっては、2000（平成 12）年の改正地方自治法の施行により

設置が認められた「国地方係争処理委員会」、「自治紛争処理委員」などの制度を活用し、市民

の利益が損なわれないように努めなければなりません。 

 

② 現在、行政需要の多様化及び政策課題の広域化に伴い、都市間連携の重要性が増しています。

例えば緑地保全において、緑地の連なる近隣自治体との連携が不可欠です。また、大都市制度

の検討にあたっては政令指定都市間で協調してあるべき姿を探っていくことも必要になりま

す。 

 
 

① 市は、国及び県と対等・協力の関係にあることを踏まえ、市全体の利益のためにその権

限を行使しなければなりません。 

② 市は、積極的に他の自治体と連携を図り、共通する課題の解決に努めなければなりませ

ん。 
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① この条例に基づく、自治の取組の状況について審議するため、（仮称）川崎市自治推進委

員会（以下「委員会」といいます。）を設置します。 

② 委員会は、市長から諮問を受けて前項の審議を行い、市長に答申します。 

③ 委員会は第 1 項の審議結果に基づき、前項の答申に併せて自治の推進について提言する

ことができます。 

④ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定めます。

Ⅴ （仮称）川崎市自治推進委員会 

【解説等】 

① この条例施行後の自治の取組状況について、情報共有、参加、協働の原則などが、いかに制

度や施策に生かされているかなどを審議する委員会を設置することによって条例の進行管理

を行おうとするものです。 

②・③ 委員会は、市長の諮問に基づく審議を行い、答申するほか、この条例に関係する自治の

推進・拡充、条例見直し等を提言することができることとします。 

④ 委員には市民委員（公募）が必要なものですが、その定数、委員会組織及び組織運営などの

詳細規定については別に定めることとします。 
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市民委員3 0 名　　＋　　学識者委員４名

（計1 2 名）

報告書案を作成し、
委員会に提案する

市民委員８名
＋学識者委員４名

‥‥

座長

副座長

（計６名）

委員会の運営に関する
ことなどを議論

市民委員６名

リーダー

設置 設置

兼任

兼任

兼任

兼任可（市民委員）

････

････

････

････

中間報告会以後に
４つのテーマ別グループを設置

（全員参加）

中間報告会以後は、４つのテーマ別
グループのグループリーダーも参加

参考  自治基本条例検討委員会の概要、検討経過について 

 
１ 自治基本条例検討委員会について 

自治基本条例検討委員会は、平成 15 年 10 月に、川崎市における“市民が主役のまちづくり”を実

現するためのルールとしての『自治基本条例』の検討を目的としてスタートしました。具体的には、

地方分権の時代にふさわしい市民と自治体の関係、市政運営の基本理念や原則、そしてこれらを実現

するための基本的仕組みについて、合計で 60 回に及ぶ検討を重ねてきました。 

検討委員会の構成及び役割は、次のとおりです。 

■ 自治基本条例検討委員会の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 自治基本条例検討委員会の役割 

◇ 自治基本条例検討委員会 

公募市民 30 名、学識者委員４名から構成され、自治基本条例の策定の意義、目的、盛り込むべ

き内容等について検討を行い、市長に報告します。 

なお、中間報告会以後においては、検討委員会内に４つのテーマ別グループ（「市民自治」、「議

会・行政」、「コミュニティ・区」、「制度・しくみ」）を設け、より具体的な議論を進めました。 

◇ 自治基本条例検討委員会世話人会 

市民委員から選出された世話人（６名程度）で構成され、学識者委員や事務局とともに、委員

会の運営に関することについて検討するとともに、委員会では、議事進行の補助やグループ討議

の進行・まとめ役を担います。 

◇ 自治基本条例検討委員会報告書案作成委員会 

学識者委員と市民委員（副委員長＋副委員長を除く市民委員３名）で構成し、検討委員会の検

討結果を取りまとめ、報告書案（素案を含む。）を作成し、検討委員会に提案します。 

なお、中間報告会以後においては、作成委員会と検討委員会内に設けられた４つのテーマ別グ

ループとが連絡・調整を密に取り合って報告書案（素案を含む。）を作成していく必要があるとの

観点から、各グループから１名ずつの市民委員（グループリーダー）を作成委員会のメンバーに

加えたかたちで検討を進めました。 



－26－ 

２ 川崎市自治基本条例検討委員会名簿（50 音順、敬称略） 
学識者委員 
名前 所属 備考 

金井 利之 東京大学大学院法学政治学研究科助教授 作 

小島 聡 法政大学人間環境学部助教授 副委員長、作 

辻山 幸宣 (財)地方自治総合研究所理事・主任研究員 委員長、作 

村上 順 明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科教授 作 
 
 
市民委員 
名前 住所 備考 

荒井 敬八 川崎区 副委員長、世、作 

飯田 和子 麻生区 世 

石田 厚生 麻生区 作 

榎本 武 幸区  

大園 房雄 多摩区 作 

荻野 英治 多摩区 世、作 

神本 一枝 麻生区 世 

濃沼 吉弘 多摩区  

古閑 順子 多摩区 作 

齋藤 辰也 幸区  

椎塚 常一 多摩区  

末吉 勇 中原区 作 

髙松 昭 高津区  

竹井 斎 中原区 作 

塚本 昭二郎 麻生区  

寺部 守芳 高津区  

浪瀬 佳子 高津区 作 

西川 聡子 多摩区  

橋本 虎之助 麻生区  

長谷山 明子 多摩区  

広岡 希美 中原区  

黄 景哲 川崎区 世 

藤崎 茂 高津区  

藤村 千賀子 高津区  

増田 和子 宮前区 世 

室伏 陽子 麻生区  

山下 浩 宮前区  

吉田 彩 高津区  

吉田 高昭 中原区  

渡邉 博 中原区  

※ 備考で世は世話人、作は作成委員会、作は中間報告会以後の作成委員メンバー。 
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３ 検討の経過 
(1) 自治基本条例検討委員会 

 日時 内容 

第１回 Ｈ15.10.22（水） ・委嘱状交付 

・市長あいさつ 

・自治基本条例検討委員会の進め方について 

・講演：自治基本条例とは(学識者委員) 

第２回 Ｈ15.11.12（水） ・自治基本条例に関する全体討議 

第３回 Ｈ15.12.17（水） ・テーマ別検討（条例のつくり方・ポイント、自治体って何？etc） 

・世話人の選出 

第４回 Ｈ16.１.15（木） ・テーマ別検討（自治体の役割と責任、自治体における市民・議会・

行政の関係） 

第５回 Ｈ16.2.5（木） ・テーマ別検討（区のあり方、自治とコミュニティ、市民活動の推進） 

・報告書案作成委員会委員の選出 

第６回 Ｈ16.2.26（木） ・テーマ別検討（制度・装置、実現化方策） 

・中間報告書のまとめ方について 

・中間報告会の進め方について 

第７回 Ｈ16.3.26（金） ・テーマ別検討（自治基本条例の意義、何が変わる） 

・中間報告会の役割分担について 

・中間報告書のまとめ方について 

第８回 Ｈ16.4.16（金） ・中間報告書案について 

・中間報告会の進め方について 

第９回 Ｈ16.5.14（金） ・中間報告会の開催結果概要等について 

・中間報告会以後の進め方について 

第 10 回 Ｈ16.5.28（金） ・中間報告書に対する意見聴取結果について 

・最終報告会の開催について 

・テーマ別グループ討議について 

第 11 回 Ｈ16.6.3（木） ・前文の検討方法について 

・最終報告会の開催について 

・テーマ別グループ討議について 

第 12 回 Ｈ16.6.26（土） ・各グループの検討内容について 

・全体調整の必要な事項について 

第 13 回 Ｈ16.7.3（土） ・報告書素案について 

・報告書（案）市民討論会の開催について 

・討論会以後のスケジュールについて 

第 14 回 Ｈ16.7.16（金） ・報告書（案）市民討論会の進め方について 

・報告書素案の内容について 

第 15 回 Ｈ16.8.3（火） ・市民討論会における意見の取扱いについて 

・積み残しとなっている報告書の課題の対応について 

第 16 回 Ｈ16.8.12(木) ・報告書の修正について 

・市長報告会の進め方について 

 

(2) 自治基本条例検討委員会グループ別討議 

 日時 グループ名 内容 

第 1 回 Ｈ16.6.12（土） 議会・行政 ・グループ別テーマの検討について 

第 2 回 Ｈ16.6.12（土） 制度・しくみ ・グループ別テーマの検討について 

第 3 回 Ｈ16.6.15（火） ｺﾐｭﾆﾃｨ・区 ・グループ別テーマの検討について 

第 4 回 Ｈ16.6.16（水） 議会・行政 ・グループ別テーマの検討について 

第 5 回 Ｈ16.6.16（水） 市民自治 ・グループ別テーマの検討について 

第 6 回 Ｈ16.6.19（土） 制度・しくみ ・グループ別テーマの検討について 

第 7 回 Ｈ16.6.21（月） 市民自治 ・NPO 意見交換、グループ別テーマの検討について 

第 8 回 Ｈ16.6.21（月） ｺﾐｭﾆﾃｨ・区 ・グループ別テーマの検討について 

第 9 回 Ｈ16.6.22（火） 制度・しくみ ・オンブズマン、情報公開、審議会制度の概要 
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(3) 自治基本条例検討委員会世話人会 

 日時 内容 

第１回 Ｈ15.12.24（水） ・自治基本条例検討委員会の進め方について 

・自治基本条例検討委員会の学習会の開催について 

第２回 Ｈ16.１.15（木） ・自治基本条例学習会の開催内容について 

・第４回検討委員会の進め方について 

第３回 Ｈ16.2.5（木） ・学習会の開催結果について 

・第５回検討委員会の進め方について 

第４回 Ｈ16.2.26（木） ・第６回検討委員会の進め方について 

第５回 Ｈ16.3.22（月） ・中間報告会の内容について  

第６回 Ｈ16.3.26（金） ・中間報告会のグループ別討議テーマ、広報用チラシについて 

・第７回検討委員会の進め方について 

第７回 Ｈ16.4.16（金） ・中間報告会の進め方について 

・第８回検討委員会の進め方について 

第８回 Ｈ16.5.11（火） ・中間報告会の開催結果及び自治基本条例検討状況の周知について 

・中間報告会以後の進め方について 

・最終報告会の日程等について 

第９回 Ｈ16.5.14（金） ・検討委員会の進め方について 

第 10 回 Ｈ16.5.28（金） ・報告書（案）市民討論会の進め方について 

第 11 回 Ｈ16.6.3（火） ・報告書（案）市民討論会のチラシについて 

第 12 回 Ｈ16.7.3（土） ・報告書（案）市民討論会について 

・市民討論会以後の進め方について 

第 13 回 Ｈ16.7.16（金） ・報告書（案）市民討論会について 

第 14 回 Ｈ16.8.3（火） ・市長報告会の進め方について 

第 15 回 Ｈ16.8.12（木） ・市長報告会以後の対応について 

 

(4) 自治基本条例検討委員会報告書案作成委員会 

 日時 内容 

第１回 Ｈ16.2.19（木） ・中間報告書の作成方針について 

第２回 Ｈ16.3.11（木） ・中間報告書のまとめ方について 

第３回 Ｈ16.4.2（金） ・中間報告会へ提出する資料について 

第４回 Ｈ16.4.8（木） ・中間報告書の構成について 

第５回 Ｈ16.4.12（月） ・中間報告書素案の内容について 

第６回 Ｈ16.4.19（月） ・検討委員会の意見を踏まえた中間報告書案の修正について 

第７回 Ｈ16.5.18（火） ・最終報告書について 

・作成委員会における検討項目の進め方等について 

第８回 Ｈ16.6.11（金） ・今後のスケジュール、進め方について 

・グループ別討議の状況について 

・作成委員会での検討事項について中間報告書素案の内容について 

第９回 Ｈ16.6.19（土） ・条例名称の検討について 

・最高法規性、見直し規定、実効性を高めるしくみ・ルールについて 

・前文について 

第 10 回 Ｈ16.7.2（金） ・最高法規性、見直し規定、実効性を高めるしくみ・ルールについて 

・報告書素案について 

第 11 回 Ｈ16.7.6（火） ・第 13 回検討委員会を受けて検討すべき課題について 

第 12 回 Ｈ16.7.9（金） ・報告書素案について 

第 13 回 Ｈ16.7.10（土） ・市民討論会の進め方について 

・報告書素案について 

第 14 回 Ｈ16.7.19（月） ・報告書素案について 

第 15 回 Ｈ16.7.29（木） ・市民討論会における意見の取扱いについて 

・積み残しとなっている報告書の課題の対応について 

第 16 回 Ｈ16.8.2（月） ・前文についてについて 

第 17 回 Ｈ16.8.6（金） ・報告書について 
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(5) 自治基本条例学習会 

 日時 内容 

第１回 Ｈ16.1.24（土） 川崎市の条例の体系、自治と参加の取り組み 

 

(6) 自治基本条例検討委員会報告会など 

 日時 場所 内容 

中間報告会(南部) Ｈ16.4.24（土） 産業振興会館 中間報告に対する市民意見の聴取 

中間報告会(北部) Ｈ16.4.25（日） 高津区役所 中間報告に対する市民意見の聴取 

報告書(案)市民討論会 Ｈ16.7.24（土） 中小企業婦人会館 報告書(案)に対する市民意見の聴取 

 
４ 今後のスケジュール 

自治基本条例検討委員会の報告を受けて、川崎市は条例案の策定作業を進め、市民討議、パ

ブリック・コメントを実施し、平成 16 年度中に条例を策定する予定です。 

 

■ 今後のスケジュール 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自治基本条例検討委員会 

報告書（案） 
 

（お問い合わせ先） 

事務局：川崎市総合企画局政策部 

TEL ０４４－２００－３７０８ 

FAX ０４４－２００－３８００ 

E-mail 20ziti@city.kawasaki.jp 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 


